
「頑張る地方応援懇談会ｉ ｎ 群馬」議事概要 

 

１  日 時  平成１ ９年２ 月１ ７ 日（土）１ ０：２ ５～１ ２ ：２ ５  

 

２  場 所  「群馬県市町村会館」５階 ５ ０ １ 会議室 

         群馬県前橋市元総社町 335-8 

 

３  出席者 

【市町村長：11 名(市長 4 名、町村長 7 名)】 
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４  次 第 （１ ）あいさつ 

    ① 大野 松茂 総務副大臣 

        ② 松浦 幸雄 高崎市長 

      （２ ）総務省からの説明 

        ① 頑張る地方応援プログラムについて 

        ② 地方行財税制上の諸課題等について 

      （３）意見交換 

 

 



５  要 旨 〔主な意見〕 

 

（１ ）市町村長 

 ・10 のプロジェクトの例示があるが、自治体の独自の政策という観点からは隣の町村と共同し

ながら行っていくものなど複合的なものや、組み合わせしたものもあると思うが、それらも

プロジェクトの対象となるのか。 

 ・このプロジェクトに当てはまる項目が多いので期待感をもって対処していきたい。 

 ・普通交付税で用いる９つの指標だが今後、指標の数を増やすなど変更になる可能性がある

か。 

 ・財政力が弱小でありながら、これまで一生懸命に行革を推進してきたが、もはや限界であり

これ以上は行革できないといった場合はどうなるのか。 

 ・近年の改革は、人口が多い市町村には有利に、少ない市町村には不利に展開されてきたの

ではないか。中山間地域を取り巻く面積が広くて人口の少ないところが極端に厳しい状況に

追いやられている。そのようなところは頑張ってもなかなか難しい状況にあり、このプログ

ラムで同列に扱うことはできないのではないか。条件不利地域への配慮をお願いしたい。 

 ・三位一体改革は総合的には素晴らしいが、末端の市町村では交付税と補助金がともにカッ

トされて、税源移譲も結果的に 100％ではなしに 5～10％減されたことから、結局五千万円

から一億円程度の自己財源を捻出して補填している。これが本当の三位一体改革なのか。 

 ・地方にとって交付税減額は非常に厳しい問題。他方、滞納対策も非常に重要な問題。 

 ・交付税算定上、移動人口や交流人口が考慮されていないなど観光地への配慮が非常に少な

いことから、算定において反映できないか。 

 ・少子化対策プロジェクトに関して、財政が豊かな団体は色々と財政支援を行っていると聞く

が、財政力が弱小なため行いたくても行えない状況にあり非常につらい。企業立地促進プ

ロジェクトに関しても同様で企業誘致に成功しているところはかなり財政支援を行っている

と聞くが財政支援は行えない。他方、遊休農地も多く抱えているが農地法等の制約もあって

農地を有効利用できない状況にある。 

 ・中学生までの医療費無料化を行っているが少子化はどんどん進行しており成果を出せといっ

てもマイナスの落ち幅を多少修正できるかどうかというのが現実であり厳しい。 

 ・少子高齢化問題はもう一地方自治体が解決できる問題ではなくなった。国の存亡を左右す

る問題である故、国と地方が協働して取り組んでいかないと解決できない。 

 ・財政力が高いため税の滞納が財政運営に及ぼす影響が大きい。納税は国民の義務である

がサラ金の取り立てと同じように考えている人が非常に多い。納税は国民の義務であるとい

う問題をもう少し徹底させる必要があり、国においてそのための施策を講じてもらえないか。 

 ・中山間地域において血縁組織や地縁組織が強いように、危機管理の時などは隣近所で助け

合っていかなければならない。広域化が進めば進むほどこのような自治意識が重要になっ

てくる。このプログラムにおいてこういった自治教育の強化ということも考慮して頂きたい。 

 ・情報通信インフラの整備が非常に重要。防災対策をはじめ、広報活動、高齢化対策など様々

に活用したいと考えており最優先課題と位置づけている。できれば市内全域に光ファイバの

整備をしたいと考え NTT と相談して進めているが、山間地については前向きな返事は得られ



ない。 

 ・水源地域として頑張っており、その苦労を下流地域の人々にもっと認識してもらいたい。地

方が水源を守るという観点からの支援措置も考えて欲しい。 

 ・大規模災害等に備えて群馬県では県下一本の消防をということで検討し始めた。総務省もこ

のような取り組みを積極的に支援願いたい。 

 ・林業の衰退により、山中が荒廃して災害が非常に出やすい環境になりつつあるので、公有

林等の整備についても配慮して欲しい。 

 ・国は「美しい日本を」ということだが、地方も美しい地方を作る努力をしている。田園風景

を守るために苦慮しているが、財源もないし、職員を削減している中で専門職も配置できな

い状況にあり環境条例等が中々整備出来ない。 

 

（２ ）総務省 

 ・10 のプロジェクトについてはあくまでも例示であり、これ以外も含めて幅広く独自に考えて

頂いたものをプロジェクトとしたいが、住民への公表という手続きを経ていること、具体的な

成果目標が示されていることが必要になる。また、プロジェクトの取組経費に対する特別交

付税措置額は人口の大小により変わるものではなく上限三千万円で三年間措置することは

どの団体においても同じである。 

 ・１ ９年度の普通交付税では９つの指標を使って算入していきたいと考えているが、新たな

指標については、今後地方の皆さんの提案も頂きながら検討していきたい。 

 ・行革について、今まで頑張って取り組んできた団体とそうでないところとを比べたら指標が

うまく出ないのではないかという心配の声をよく聞いており、どう整理していくのか今後、検

討していきたい。 

 ・条件不利地域については、同じ度合いで成果が上がってもその成果の持つ意味が異なると

いう点をどのように交付税の算定に反映させたらいいのか今後、検討していきたい。具体的

な提案があればお聞きしていきたい。  

 ・三位一体改革をマクロでみれば補助金は４．１ 兆円削減、税源移譲は３兆円で補助金削減

分の方が大きい。これは国、地方を通じた行政の効率化と地方分権という改革の趣旨によ

るものだが、その影響を出来るだけ緩和するよう交付税の算定を行っているほか、補助金

改革の影響を加味して個人住民税の比例税率１ ０％については市町村６％、都道府県４％

としているが結果的には 1,000 億円ほど市町村を重視した税率になっている。ただ、これは

マクロの話で、ミクロでみると個々の市町村ごとに削減された補助金が異なる等の理由によ

り色々な影響が出ていることと思う。しかしながら、補助金ではなく自分たちで使えるお金

を増やそうということが改革の理念でもある。いろいろご不満があるかもしれないがそのよ

うなことも含めてこれからの分権改革の中でまた議論していくことになる。 

 ・今後、地方分権改革推進委員会において地方が自主的に判断できるような制度のあり方に

ついて検討することも大きなテーマになっており、市長会や町村会に現場の意見を収集して

いただくことも出てくるかと思うが、各省が所管する制度や施策について意見があれば、積

極的にその機会を利用して頂きたい。 



 ・交付税算定上における交流人口等の取り扱い（観光地への配慮）について、基礎数値とし

て使用できるような客観的数値がないことから、１ ９年度の算定にあたっては人が来れば買

い物をするのではないかということで小売業年間商品販売額を指標に算定することとしてい

る。具体的な提案があればお聞きしていきたい。 

 ・少子化対策について、国の方では首長さんもメンバーに入った戦略会議を立ち上げて方針

を決めるなど検討していく予定である。19 年度の地方財政対策においても少子化対策を推

進して頂くよう所要の地方財政措置を講じているが、今後においていろいろな取り組みやそ

の成果、ご提案を聞かせていただきながら制度のあり方等について検討していきたい。 

 ・最近、税源移譲について各方面に一生懸命 PR している。その際、納税は国民の義務という

ことよりは、どれだけ行政サービスを受けているか改めてよく考えてみてくださいということ

で行政サービスを賄うための税金だと説明している。 

・税源移譲で住民税の話だけすると増える話にしかならないので、本年 1 月から所得税が減

っていますよと住民の方々に是非 PR して頂きたい。 

 ・これから税源移譲により地方税のウェートが高まっていく中、滞納整理をはじめ徴収対策に

しっかりと頑張っていただきたい。 

 ・自治意識が重要であるということについては総務省も同じ認識を持っており、省内にコミュ

ニティについての研究会を立ち上げて研究している。地域のことに関心を持ち始めていただ

いたということは大事なことであるし、そのことが地方自治の原点であることから総務省と

しても十分に対応していきたい。 

 ・ブロードバンド整備の基本は民間主導であるが、採算性等の事情から整備が困難な地域に

対しては交付金や補助金その他の支援の仕組みがあるので活用して欲しい。 

 ・ICT は地域の問題解決のために極めて重要な役割を果たすほか、地域のニーズに合わせて

その利活用を促進していくことは地域の活性化につながる。プログラムを検討する際には

ICT の利活用を組み入れることも検討して頂きたい。 

 ・水源地域の苦労をもっと下流地域の住民に知ってもらわないといけない。それは地方交付

税制度に広い理解を得ていく上でも大事なこと。 

 ・消防の広域化については消防庁が推進しており、その財政措置についても検討しているの

で県を通じて周知していきたい。 

 

 

                                     (以上) 


